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令
和
２
年
度
税
制
改
正（
以
下
、「
２
０
２
０
年
度
税
制
改
正
」と

い
う
）関
連
法（「
所
得
税
法
等
の一部
を
改
正
す
る
法
律
」、「
地
方

税
法
等
の一部
を
改
正
す
る
法
律
」等
）は
、
２
０
２
０
年
３
月
27

日
に
可
決
・
成
立
し
、
31
日
に
関
連
法
令
も
あ
わ
せ
て
公
布
さ

れ
た（
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
の
政
省
令
を
除
く
）。
２
０
２
０
年

度
税
制
改
正
は
、Society 5.0 

の
実
現
に
向
け
て
中
長
期
的

に
成
長
し
て
い
く
基
盤
を
構
築
す
る
た
め
に
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

を
持
続
的
・
自
律
的
に
生
み
出
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
し
、

そ
の
た
め
の
税
制
支
援
策
と
し
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
担
う
ベ

ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
投
資
促
進
制
度
や
、
５
Ｇ
情
報
通
信
イ
ン
フ

ラ
の
普
及
促
進
の
措
置
を
導
入
し
て
い
る
。
ま
た
、
企
業
の
国

際
的
な
競
争
力
の
維
持
・
強
化
を
図
る
た
め
、
連
結
納
税
制
度

に
代
わ
る
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
を
創
設
し
た
。

さ
ら
に
、
日
本
企
業
の
健
全
な
海
外
展
開
促
進
や
、
租
税
回

避
へ
の
効
果
的
な
対
応
の
た
め
の
国
際
課
税
制
度
の
見
直
し
や
、

国
民
の
利
便
性
ひ
い
て
は
生
産
性
の
向
上
や
行
政
の
効
率
性
を

高
め
る
た
め
の
、
申
告
・
納
税
手
続
に
つ
い
て
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
積
極

的
に
活
用
す
る
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
。

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
に
伴
い
、
２
０
２
０

年
４
月
30
日
に
公
布
・
施
行
さ
れ
た「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
等
の
影
響
に
対
応
す
る
た
め
の
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特

例
に
関
す
る
法
律
」等
に
よ
る
税
制
措
置
や
税
務
執
行
の
対
応
が

図
ら
れ
て
い
る
。

本
特
集
で
は
、
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度（
グ
ル
ー
プ
通
算
制
度
へ

の
移
行
に
合
わ
せ
た
見
直
し
も
含
む
）以
外
の
、
２
０
２
０
年
度

税
制
改
正
お
よ
び
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
税

制
措
置
の
概
要
を
解
説
す
る
。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制

で
は
、国
内
お
よ
び
国
外
の
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
企
業
へ
の
投
資
が
対
象
と
さ
れ

る
が
、株
式
取
得
の
形
態
や
特
別
勘
定

の
損
金
算
入
要
件
、益
金
算
入
事
由
に

留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。ま
た
、事
前

の
認
定
は
不
要
だ
が
、制
度
適
用
に
あ

た
り
経
済
産
業
局
へ
の
事
前
相
談
を
織

り
込
ん
だ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
が
必
要

で
あ
る
。

●
５
Ｇ
導
入
促
進
税
制
の
適
用
に
は
、シ

ス
テ
ム
の
導
入
計
画
の
認
定
が
必
要
に

な
る
。対
象
の
事
業
者
に
該
当
す
る
か

を
ま
ず
確
認
の
う
え
、設
備
の
導
入
計

画
を
策
定
し
、認
定
申
請
を
行
う
必
要

が
あ
る
。

●
租
税
特
別
措
置
の
適
用
は
、近
年
厳
格

化
の
方
向
に
あ
る
。給
与
等
の
引
上
げ

お
よ
び
設
備
投
資
要
件
や
交
際
費
の
損

金
不
算
入
の
特
例
、中
小
企
業
関
連
の

措
置
法
の
対
象
法
人
に
留
意
す
る
必
要

が
あ
る
。

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

促
進
税
制

既
存
企
業
の
有
す
る
リ
ソ
ー
ス
を
最
大

限
活
用
し
た
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

促
進
と
ユ
ニ
コ
ー
ン
級
ベ
ン
チ
ャ
ー
の
育
成

を
図
り
、
第
４
次
産
業
革
命
に
お
け
る
わ

が
国
企
業
の
国
際
競
争
力
を
強
化
す
べ
く

新
た
な
税
制
措
置
と
し
て
、
オ
ー
プ
ン
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制（
特
別
新
事
業
開

拓
事
業
者
に
対
し
特
定
事
業
活
動
と
し
て

出
資
を
し
た
場
合
の
課
税
の
特
例
）が
創

設
さ
れ
た（
措
法
66
の
13
）。

新
た
な
特
例
制
度（
以
下
、「
本
制
度
」と

い
う
）は
、
産
業
競
争
力
強
化
法
に
規
定

す
る
特
定
事
業
活
動
を
行
う
青
色
申
告

法
人
が
、
２
０
２
０
年
４
月
１
日
か
ら

２
０
２
２
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
、
特

定
株
式
を
出
資
の
払
込
み
に
よ
り
取
得

し
、
取
得
価
額
の
25
％
以
下
の
金
額
を
特

別
勘
定
の
金
額
と
し
て
経
理
し
た
場
合

に
、
当
該
金
額
の
損
金
算
入
を
認
め
る
も

の
で
あ
る
。

出
資
を
行
う
法
人
は
、
産
業
競
争
力
強

化
法
に
規
定
す
る
新
事
業
開
拓
事
業
者
と

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン・５
Ｇ
促
進
税
制
等

法
人
課
税
に
関
す
る
改
正
の

実
務
ポ
イ
ン
ト
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